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当社は、２０２３年２月１日付で東七株式会社（以下「東七」といいます）との間で締結

した株式交換契約書に基づき、２０２３年４月３日を効力発生日として、当社を株式交換完

全親会社、東七を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます）を

行うことといたしました。

本株式交換に関して、会社法第７９４条第１項及び会社法施行規則第１９３条により開

示すべき事項は、下記のとおりであります。

なお、本書記載の事項のうち、写しである書類については全て原本の写しに相違ありませ

ん。

記

１．株式交換契約書（会社法第７９４条第１項）...............................................【別紙１】

２．会社法第７６８条第１項第２号及び第３号に掲げる事項についての定めの相当性に関

する事項（会社法施行規則第１９３条第１号） ...........................................【別紙２】

３．会社法第７６８条第１項第４号及び第５号に掲げる事項についての定めの相当性に関

する事項（会社法施行規則第１９３条第２号） ...........................................【別紙３】

４．株式交換完全子会社に関する事項（会社法施行規則第１９３条第３号）

・株式交換完全子会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容..................【別紙４】

・株式交換完全子会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債

務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容.......【別紙５】

５．株式交換完全親会社に関する事項（会社法施行規則第１９３条第４号）

・株式交換完全親会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債

務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容.......【別紙６】

以 上



【別紙１】

株式交換契約書

当社及び東七が、２０２３年２月１日付で締結した株式交換契約書の内容は、別添のとお

りであります。













【別紙２】

会社法第７６８条第１項第２号及び第３号に掲げる事項についての定めの

相当性に関する事項

１．交換対価の総数又は総額の相当性に関する事項

（１）本株式交換に係る割当ての内容

当社

（株式交換完全親会

社）

東七

（株式交換完全子会

社）

本株式交換に係る割当比率 １ 580

本株式交換により交付する株式数 普通株式：4,228,200 株（予定）

（注１）株式の割当比率

東七の普通株式１株に対して、当社の普通株式 580 株を割当交付いたしま

す。ただし、当社が 2023 年２月１日現在保有する及び当社が本株式交換に先

立ち東七の少数株主から取得する予定である東七の普通株式については本株

式交換による割当ては行いません。

（注２）本株式交換による交付する当社株式の数

当社は、本株式交換に際して、本株式交換により当社が東七の発行済株式

（ただし、当社が 2023 年２月１日現在保有する及び当社が本株式交換に先立

ち東七の少数株主から取得する予定である東七の普通株式を除きます。）の全

部を取得する時点の直前時（以下、「基準時」という。）における東七の株主

の皆様（ただし、以下の自己株式が消却された後の株主をいい、当社を除き

ます。）に対して、その保有する東七の普通株式に代えて、上記表の本株式交

換に係る割当比率（以下、「本株式交換比率」という。）に基づいて算出した

数の当社株式を割当交付いたします。また、本株式交換に際して交付する当

社株式は、全て当社が保有する自己株式を交付する予定であり、当社が新た

に株式を発行することは予定しておりません。なお、東七は、本株式交換の

効力発生日の前日までに開催される東七の取締役会の決議により、基準時に

おいて東七が保有する自己株式（本株式交換に際して行使される会社法第７

８５条第１項に基づく反対株主の株式買取請求により東七が取得する自己株

式を含みます。）の全部を、基準時において消却する予定です。本株式交換に

より交付する当社株式の数については、東七による自己株式の取得・消却等

の理由により今後修正される可能性があります。



（注３）単元未満株式の取扱い

本株式交換に伴い、当社の単元未満株式（１００株未満の株式）を保有す

ることとなる東七の株主の皆様におかれましては、当社株式に関する以下の

制度をご利用いただくことができます。なお、金融商品取引所市場において

は、単元未満株式を売却することはできません。

① 単元未満株式の買取制度（１単元（１００株）未満株式の売却）

会社法第１９２条第１項の規定に基づき、当社の単元未満株式を保

有する株主の皆様が、当社に対して、その保有する単元未満株式を買

い取ることを請求し、これを売却することができる制度です。

② 単元未満株式の買増制度（１単元（１００株）への買増し）

会社法第１９４条第１項及び当社の定款の規定に基づき、当社の単

元未満株式を保有する株主の皆様が、当社に対して、その保有する単

元未満株式の数と併せて１単元（１００株）となる数の当社株式を売

り渡すことを請求し、これを買い増すことができる制度です。

（２）割当ての内容の根拠及び理由

当社は、上記１．（１）「本株式交換に係る割当ての内容」に記載の本株式交換比

率の検討にあたり、その公平性・妥当性を確保するため、独立した第三者算定機関

としてデロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社（以下、「デ

ロイト トーマツ」という。）を選定し、株式交換比率の算定を依頼いたしました。

当社は、両社の財務状況、将来の見通し、株価動向等の要因、及びデロイト トー

マツから提出を受けた株式交換比率の算定結果を総合的に勘案し、慎重に協議を

重ねた結果、本株式交換比率がそれぞれの株主の利益を損ねるものではなく妥当

であるとの判断に至ったため、本株式交換比率により本株式交換を行うことにつ

き、2023 年２月１日に開催された当社の取締役会決議及び 2023 年１月 30 日に開

催された東七の取締役会決議に基づき、両社間で本株式交換契約を締結すること

といたしました。

また、本株式交換比率は、算定の根拠となる諸条件について重大な変更が生じた

場合、両社間の協議により変更することがあります。

（３）算定に関する事項

① 算定機関の名称並びに上場会社及び相手会社との関係

デロイト トーマツは、当社及び東七から独立した第三者算定機関であり、

当社及び東七の関連当事者には該当せず、本株式交換において記載すべき重

要な利害関係を有しません。



② 算定の概要

デロイト トーマツは、当社については、東京証券取引所に上場しており、

市場株価が存在することから、市場株価法（２０２３年１月３１日を算定基準

日とし、算定基準日の終値、並びに算定基準日以前の１ヶ月間、３ヶ月間及び

６ヶ月間の各期間の終値の単純平均値に基づき算定）を用いて算定しており

ます。

東七については、同社が非上場会社であることから、将来の事業活動の成果

を企業価値評価に反映させるためディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法

（以下、「ＤＣＦ法」という。）を、また、比較可能な上場類似企業が存在する

ことから類似会社比較法をそれぞれ採用いたしました。なお、ＤＣＦ法におい

て基礎として使用した東七の財務予測については大幅な増減益を見込んでお

りません。

各評価方法における当社の１株当たりの株式価値を１とした場合の東七の

評価レンジは、以下のとおりとなります。

採用方法
株式交換比率の算定結果

当社 東七

市場株価法
ＤＣＦ法 ５１６～６３４

類似会社比較法 ４９３～５９９

デロイト トーマツは、上記株式交換比率の算定に際して、デロイト トーマ

ツが検討した全ての公開情報、両社がデロイト トーマツに提供し、又はデロ

イト トーマツと協議した財務その他の情報で株式交換比率の算定に際して

実質的な根拠となった情報の全てが、正確かつ完全であることを前提として

おり、独自にそれらの正確性及び完全性の検証を行っておりません。また、デ

ロイト トーマツは、両社とその関係会社の資産又は負債（金融派生商品、簿

外資産及び負債、その他の偶発債務を含みます。）について、個別の各資産及

び各負債の分析及び評価を含め、独自に算定、鑑定又は査定を行っておらず、

第三者機関への鑑定又は査定の依頼も行っておりません。デロイト トーマツ

の株式交換比率の算定は、算定基準日現在までの情報及び経済条件を反映し

たものであり、東七の財務予測（利益計画その他の情報を含みます。）につい

ては、現時点で得られる最善の予測及び判断に基づき合理的に検討又は作成

されたことを前提としております。



③ 上場廃止となる見込み及びその事由

本株式交換に伴い、当社が上場廃止となる見込みはございません。また、東

七は非上場会社であるため、該当事項はございません。

２．交換対価として当該種類の財産を選択した理由

当社株式は東京証券取引所において取引されており、本株式交換後において市場に

おける取引機会が確保されていることから、本株式交換の対価として当社の普通株式

を選択することが適切であると判断いたしました。

３．株式交換完全親会社の資本金及び準備金の額に関する事項についての定めの相当性に

関する事項

東七（株式交換完全子会社）の株主に対しては、当社（株式交換完全親会社）の自己

株式を割り当てるため、当社の資本金及び準備金の額は、変動いたしません。

以 上



【別紙３】

会社法第７６８条第１項第４号及び第５号に掲げる事項についての定めの

相当性に関する事項

本株式交換により株式交換完全子会社となる東七は、新株予約権及び新株予約権付社債

を発行しておりませんので、該当事項はありません。



【別紙４】

株式交換完全子会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容

本株式交換により株式交換完全子会社となる東七の最終事業年度（２０２１年１２月１

日～２０２２年１１月３０日）に係る計算書類等の内容は、別添のとおりであります。



 

【 14,585,064,948 】 【 9,259,760,371 】

7,055,361,245 62,481,216

7,020,000 8,763,483,326

5,680,069,268 259,721,645

1,727,761,873 13,537,000

195,040,158 159,064,800

1,640,000 1,472,384

1,498,404

△ 83,326,000

【 2,081,029,846 】 【 304,769,956 】

（ 1,150,640,664 ） 304,769,956

277,477,706

21,610,715 9,564,530,327

1

22,952,926

828,599,316 【 7,101,564,467 】

（ 16,617,377 ） （ 30,000,000 ）

16,617,377

（ 294,553 ）

（投資その他の資産） （ 913,771,805 ） 294,553

285,675,513 　　

61,540,600 （ 7,528,695,314 ）

255,675,526 　 7,500,000

156,430,340 7,521,195,314

2,347,763 別 途 積 立 金 7,097,000,000

147,235,913 繰越利益剰余金 424,195,314

10,073,150    

△ 5,207,000 （ △ 457,425,400 ）

7,101,564,467

16,666,094,794 16,666,094,794

取 引 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

事 業 保 険

投 資 有 価 証 券

（ 利 益 剰 余 金 ）

長 期 貸 付 金

出 資 金

その他利益剰余金

支 払 手 形現 預 金

負債及び純資産の部合計

貸 倒 引 当 金 （ 自 己 株 式 ）

純 資 産 の 部 合 計

資 産 の 部 合 計

そ の 他

利 益 準 備 金

資 本 準 備 金

（ 資 本 剰 余 金 ）

【 株 主 資 本 】

（ 資 本 金 ）

そ の 他

貸　　借　　対　　照　　表
２０２２年１１月３０日現在

（単位：円）

【 流 動 資 産 】 【 流 動 負 債 】

資　　　　産　　　　の　　　　部 負　　　　債　　　　の　　　　部

科　　　　　　　　目 科　　　　　　　　目金　　　　　　　　額 金　　　　　　　　額

（無形固定資産）

未 収 入 金

貸 倒 引 当 金

貸 付 金

（有形固定資産）

什 器 備 品

土 地

車 輌 運 搬 具

建 物

構 築 物

【 固 定 資 産 】

そ の 他

預 り 保 証 金

買 掛 金

未 払 金

ソ フ ト ウ エ ア

棚 卸 商 品

未 払 法 人 税 等

受 取 手 形

売 掛 金

退 職 給 付 引 当 金

負 債 の 部 合 計 

純　　　　資　　　　産　　　　の　　　　部

【 固 定 負 債 】



27,238,547,245 27,238,547,245

1,546,088,365

27,799,358,362

△ 101,663,969

29,243,782,758

1,727,761,873 27,516,020,885

売 上 利 益 △ 277,473,640

1,606,571,476

530,977,459 2,137,548,935

売 上 総 利 益 1,860,075,295

1,622,610,925

18,719,684

43,714,246 1,685,044,855

営 業 利 益 175,030,440

14,853

109,455,537

1,987,923

168,279,476

67,946,573 347,684,362

188,851 188,851

経 常 利 益 522,525,951

83,409,000 83,409,000

88,533,000 88,533,000

税 引 前 当 期 純 利 益 517,401,951

法人税・住民税及び事業税 177,146,720

法 人 税 等 調 整 額 △ 7,141,834

当 期 純 利 益 347,397,065

諸 税 公 課

科                           目

貸 倒 引 当 金 繰 入

リ ベ ー ト

拡 売 報 奨 金

減 価 償 却 費

営 業 費

【 営 業 外 収 益 】

【 特 別 損 失 】

雑 損 失

配 当 金

保 証 金 利 息

【販売費及び一般管理費】

【 営 業 外 費 用 】

受 取 利 息

貸 倒 引 当 金 戻 入

雑 収 入

売 上 高

情 報 提 供 料

【 特 別 利 益 】

損　　益　　計　　算　　書
自　２０２１年１２月　１日
至　２０２２年１１月３０日

（単位：円）

期 末 商 品 棚 卸 高

合            計

金                            額

期 首 商 品 棚 卸 高

仕 入 高

自 動 値 引

【 売 上 高 】

【 売 上 原 価 】



（単位 ： 円）

別途積立金
繰越利益
剰余金

2021年11月30日残高 30,000,000 294,553 294,553 7,500,000 6,867,000,000 326,913,249 7,201,413,249

事業年度中の変動額

新株の発行

剰余金の配当 △ 20,115,000 △ 20,115,000

別途積立金の積立 230,000,000 △ 230,000,000

当期純利益 347,397,065 347,397,065

事業年度中の変動額合計 230,000,000 97,282,065 327,282,065

2022年11月30日残高 30,000,000 294,553 294,553 7,500,000 7,097,000,000 424,195,314 7,528,695,314

自己株式 株主資本合計

2021年11月30日残高 △ 457,425,400 6,774,282,402

事業年度中の変動額

新株の発行

剰余金の配当 △ 20,115,000

別途積立金の積立

当期純利益 347,397,065

事業年度中の変動額合計 327,282,065

2022年11月30日残高 △ 457,425,400 7,101,564,467 7,101,564,467

327,282,065

項目 純資産合計

株主資本

6,774,282,402

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

△ 20,115,000

347,397,065

自　２０２１年１２月　１日

至　２０２２年１１月３０日

株主資本

株　主　資　本　等　変　動　計　算　書

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

利益剰余金
合計

資本剰余金
合計

利益準備金

項目
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本金 その他利益剰余金



 

個  別  注  記  表 

 

会社計算規則 第９８条に基づいて作成しています。 

 

１．重要な会計方針 

 

（１）資産の評価基準および評価方法 

   ①有価証券の評価基準および評価方法 ･･･ 移動平均法による原価法 

②棚卸資産の評価基準および評価方法 ･･･ 最終仕入原価法 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

   有形固定資産 ･･･ 法人税法の規定に基づく定率法。 

ただし、１９９８年４月１日以降に取得した建物（建物付属設 

備を除く）、並びに２０１６年４月１日以降に取得した建物付属 

設備および構築物については、法人税法の規定に基づく定額法。 

     無形固定資産 ･･･ 法人税法の規定に基づく定額法。 

 

（３）引当金の計上基準 

   貸倒引当金   ･･･ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、 

法人税法の規定による法定繰入率により計上するほか、個々 

の債権の回収可能性を勘案して計上しています。 

               

     退職給付引当金 ･･･ 従業員の退職給付に充てるため、期末退職給付債務および年金 

資産の見込額に基づき計上しています。 

 

     役員退職慰労  ･･･ 役員の退職慰労金給付に充てるため、内規に基づく期末要支給 

引   当   金     額を計上しています。 

 

（４）リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース 

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

 

（５）消費税等の会計処理 

     消費税等の会計処理は、税抜き方式によっています。 

 

 

２．貸借対照表に関する注記 

   有形固定資産の減価償却累計額  １，１３４，６７２千円 

 

 

 



 

３．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）当事業年度末における発行済株式数   

普通株式  １２，０００株  

（２）当事業年度末における自己株式数  

普通株式   ３，０６０株 

 

 

４．リースにより使用する固定資産に関する注記 

   貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース取引により使用している固定資産の主なもの 

は、営業車輌、受発注・在庫管理システム用ハードウェアおよびソフトウェア、通信設備、 

印刷機等です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【別紙５】

株式交換完全子会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、

重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容

本株式交換により株式交換完全子会社となる東七は、２０２３年４月３日を効力発生日

として、同社を新設分割会社、新たに設立するエーティ株式会社を新設分割設立会社とする

新設分割計画書を作成する予定です。



【別紙６】

株式交換完全親会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、

重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容

該当事項はありません。


